
資料1

「学び あい、支 えあ い」地域活性 化推進事業

(新 規)

田年 度 予定額 624百 万 円

1事 業 の要 旨

青 少年 の 問題 行動 の深刻 化や青少年 による凶悪犯罪 の増加の背景 として、祉会の急激

な変化に伴 う住民同士の連帯感 の欠如や人間関係の希薄化等 による地域教育力の低下が

指摘 されている。

このため、地域住民がボランティア活動や家族参加 の体験活動、地域 の様 々な謀題等

を解決する学習や活動な どの取組 を通 じて、住民同士が 「学びあい、支 えあ う」地域の

きず なづ くりを推進す る。

2,事 業 の内容

(1)地 域教 育力再生推 進委 員 会 の設 置

地 域活性化推進事業の委託先の選定、事業の適切 な実施のための助言や事業成果 の

評価、先進的事例 の収集 ・分析等を行 う委員会 を文部科学省 に設置する。

(2)地 域活性 化推進 事業 の実施

① 運営 協議会の設置

都道府県等に、行政関係者、学校教育関係者、NPO等 民間団 体 関係者 な どで構

成 す る運 営協議会を設置 し、域 内にお ける事業内容の検討、広報活動 、事業実施後

の検証等を行 う。

② 地域活性化推進事業の実施(1,016か 所)

地域 教育 力の活性 化 のた め、地 域において、ボランテ ィア活動などの様々な活動

や学習機会の提供、住民が主体的 に地域課題等を解決す る取 り組みを行 うな どの事

業を実施する。

(3)広 報啓 発 ・普及 活動 の実 施

各 地域 における取組事例 を収集 ・分析 し、事例集等 を作成 ・配布することに より、

地域 の取組の向上 と促進に資する。

3.積 算 内訳

(1)地 域教 育力 再生推進 委員 会 の設 置

(2)地 域活 性化推進 事業 の 実施

① 運 営協議会の設置

② 地域活性化推進事業の実施

小規模1,000か 所X@501千 円

大規模16か 所 ×@3,030千 円

(3)広 報啓 発 ・普及活動 の実 施

事例集 等 の作成 ・配布

3,401千 円

60,254千 円

549,480千 円

10,812千 円



「学びあい、支えあい」地域 活性化推進事 業
O住 民のきずなによる安全で安心な地域づくり
O現 代的課題や地域課題の解決能力の向上
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(新 規)

19年 度 予定額624百 万 円

O地 域 教 育 力 の 低 下

社会の急激な変化に伴い、住 民の地域社会への帰属意議の希i専化、住民同士の交流不足等により、

地域教育力が低下し、胥少年の問題行動の深刻化や青少年を巻き込んだ犯罪が多発.

地域教育力が蛞下 していると認譁 している人の割合=55,6%
・低下 している要因・… 個人主義が浸透 しているためi聞 .1%

(費料)r地 域 の教育力1二関する実態謂査且平成旧年2月 文部科学雀)

O解 決 すべ き現 代 的課 題 や地域 課題 が増 加、複 雑化

環鏡問題、子どもの体験不足、安全・安心なまちづくり、外国人居住者との共生など

O改 正 「教 育 基 本 法 」
公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。(第2条 第3号)

地域のきずな:を深め、地域の再生 を

事業の実施

(事 業 例)小 規 模エ リァ:1,000か 所 ×@501干 円 、大 規 模 エリア:16か 所x@3,030千 円
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資料2

学校支援を通じた地域の連帯感形成のための特別調査研究

(新 規)

19年 度 予 定額 201百 万 円

1.事 業 の要 旨

近 年 の 地域 社 会 の弱体 化 に伴 い、人 々の協力 を引 き出す 「信頼の絆 によって結 ばれ

たネ ッ トワー ク」が縮小 し、子 どもた ちが多様 な人 との交わ りの中で様 たな経験 をす

る機会 が減少 している。そ の結果 、社会生活に必要 なr信 頼 」、r規 範 意識 」、r栢 互 理

解 」 な どを身 に付 けてい ない 国民 が増加 し、地域 の教育力 も低下 している。

このた め、地域の大人 が学校 を支援 す る活動等 を通 じて、地域 の連 帯感 を形成 す る

と ともに、子 どもたちの交 わ りの 中で、子 どもた ちの 「知 ・徳 ・体1の 向 上に資 す る

こ とがで き る社 会づ くりのた めの実証 的な調査研究 を行 う。

2.事 業 の 内容

(1)特 別 調 査研 究委員 会 の設 置

特別 調 査研究委員会を文部科 学省 に設置 し、学校 支援 を通 じた地域の連帯感 の形

成等 に関す る検討 を行 うと ともに、学校支援 に関す る実態調査、モデル事業のテー

マの設定、募集 ・選考、指導助言、評価等を行 う。

(2)モ デ ル 事 業 の実施

地 域 住 民 の積極 的な学校支援 を通 じて、地域 の連 帯感 を醸成 し、子 どものた めに

貢献 したい とい う地域 のカ を生 む こ とによ り、大人 と子 どもの接す る機会が増 え、

あわせて子 どもたちの 「知 ・徳 ・体」が向上す る よ うな、学校 を核 としたモデル 豹

事業 を実施 し、その効果 を調査研究す る。

3.積 算 内 訳

(1)特 別 調 査 研 究委 員 会 の 設 置

(2)モ デ ル 事 業 の 実施(18地 城X@10,000千 円)

21,323千 円

180,000千 円



学鋏支採を過じた地域の漣帯感形咸のた⑦の特別調査研究
一学校を中心に地域を再生し、地域が子どもたちを育成する一

ゴ匕 呈
目 凧

(新 規)

19年 度 予 定 額20て 百 万 円

地域社 会の連帯 ・絆 の希 薄化1二伴 い、社会生活に必要なr信 頼関係を築く力」、「規範意識 」、
「相互 理解」などを身に付 けていない国民が増加し、地域 の教育 力毛低 下
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学校支援をきっかけとし、学校を申心とした地域教 育 力の 向上

学校 ・地域 ・家庭が一体 となり、子どものr知 ・徳 ・体 」向上 のため の環 境 づくり
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実行委員会の設置

(事業例〉
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資料3

団塊 世代 等 社 会参加 促 進 の ため の

調査 研究(教 育サポータ 制度の創設)

(新 規)

19年 度予定 額 35百 万 円

1事 業 の要 旨

高齢 者や 団塊世代 が、 これまで職業や学習を通 じて培 った経験 を活か して、学校や地

域社会で活躍(再 チ ャ レンジ)で きる よ う、全 国規模 での 「教 育サポーター」制度 の創

設 に向けた実懸調査及ぴ検討 を行 い、標準的な教育サポー ター制度を構築す る。また、

団塊世代等が生きがいをもって社会参加できるよ う、広報啓発を行 う。

2事 業 の内容

(1)教 育サ ポー ター制度創 設 検討 委 員会の設置

社会教育関係者、学校教育関係者、有識者等か らな る検討委員会 を文部科学省 に設

置 し、教育サポーター制度の在 り方等について検討す る。

【検討内容の例】
・ 教育サポーター制度の在 り方

・ 個人の知識 ・技術や適性等の判断の基準 ・方法

・ 学校現場や地域が求める人材の把握

・ 教青サポーター養成のための共通 ・専門分野別 のプログラム開発

・ 教育サポー一ター認証基準 ・方法

・ 教育サポーター と活動の場 のマ ッチ ング、情報提供の在 り方 な ど

(2)高 齢者 活 用の実 態調査等

上記 の検討 委員会のもと、標 準的な教育サポーター制度の構築に向けて、教育分野

における高齢者等の活躍の実態や、全国の教育サポー ター制度の実態などについ ての

調査研究を実施す る。

(3)広 報啓 発

団塊世 代等 が 、定年 退職 後 、教育サポーター等 として生 きがいを感 じながら祉 会参

加できるよう、団塊世代等 の地域活動デ ビュー を応援す る手弓1き書 や啓発 ポス ター等

を作成 ・配 布 し、意識啓発 を図る。

3.積 算 内訳

(1)教 育サ ポー ター制度創設 検討 委員会 の設置

(2)調 査研 究の実施

① 高齢者 等活 用 の実態調査

② 全国の教育サポーター制度の実態調査

(3)広 報啓発

① 地域活 動デ ビュー手 引 き書等の作成 ・配布

② 啓発ポスター ・ちらしの作成 ・配布等

7,839千 円

6,185千 円

8,485千 円

10,133千 円

2,685千 円



団 塊 世 代 等 社 会 参 加 促 進 の た め の 調 査 研 究
一 教 育 サ ポ ー ター 制 度 の 創 設 一

01947年 から49年 生まれのr団 塊の世代」は約669万 人。2007年 から60歳 に達する。 農

羅灘鑞灘嬲繍灘糴鏤臨 嚥・
良いと考える人が約3割 存在(内 閣府 調査ll7年5月 〉)螂・'一'

O再 チャレンジ可能な仕組みの構 築(中 間 取りまとめ〉」では、高齢者 ・団塊世代の再チャレンジ支援
のための簡 易な資格制度 を創設 ・拡充し、高齢者 ・退職 者の活躍 の場を拡大するとしている。

【背景】 藤19年 度予定額3　 円(新 規)

--

団塊世代等が職業や学習を通じて培った経験を活かして、教育分野で活躍

。○ ○

。

「教育サポーター制度』創設検討委員会の設置

教 育サ ボ ーター制 度 のイメージ

看護師 工業技術者 海外勤務経験者
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共 通 講 座 【講 義 】

40時 間程度

生lj薩学習の概念

地域の特性 ・現状

指導者の役害Il・在り方
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・誰もが参加 しやすい研修

方法(通 信教 育等の活
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・磅修成果の評価基準 ・評

、 価方法
、
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、
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・小学校 の即科実駸補勤
陣..

・博物館でヴ)外国語案 内

・学校で英、著授 業をllii助

①地域 活動デピュー手 引書 ・事例集の作成

②啓発ポスター・ちらしの作成

など
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!・ 認 証 の 基準 ・方 法

く
・登録 内容

・マッチンゲの在 り方

い 人材情報の提供方 法
丶

成果の活用

学校 ・施設で高齢者等活用の実態調査
全国の教育サポーター制度の実態調査

標準的な教育サポーター制度の構箋

団塊世代や高齢者が、経験を活かし、現役で活躍する機会が拡大



資料4

公民 館等 に お ける二一 ト支 援 モ デル事業

18年 度 予算 額

19年 度 予 定額

6百 万 円

5百 万 円

エ 事業の要 旨

近年、二 一 ト問題が深刻 化 してい る中、様 々な対策事業 が講 じられ ようとしている

が 、抜本 的な解決策はなかなか見いだせ ない状況 にある。

こ うした中、社会教育施 設 は 、地域 の身近 な学習拠 点 として、地域住 民に対す る様
々 な学習機 会の提供や、 自主 的 な学習活動及び交流 の揚 として重要な役割 を果 た して

い るところである。

このため、地域 の教育委員会 ・公 民館及 びNPO等 が雇 用 関係 機 関,企 業等 と連 携

し、 二 一 トを持 つ保 護者等 を介 した段 階的な二一 卜対策 事業や児 童 ・生徒 を持 っ保護

者 等を対象 とした二一 ト予 防 に関す る事業 をモデル 的に実施す ることによ り、全 国へ
の事 業展開 を図 ることとす る。

2.事 業 の 内容

(1)事 業 選 定委員会 の設 置

公 民 館 等 にお ける二一 ト支援事業 の委託先 を選定す る とともに、事業評価 等を行

う。

(2)公 民館 等 にお ける二 一 ト支 援 事 業 の実施

地域 にお いて、教育委員 会 ・公 民館及びNPO等 を 中 心 と して 、 雇 用 関係 機 関 、
企 業,カ ウンセ ラー 等 か らな る実 行 委員会 を設置 し、次 のモデル事業を実施 す る。

① 二一 ト対策事業
ア ニー トの家族 を対象 と した講座 の実施(ス テ ップ1)
二 一 トを持 つ保 護 者 等 を 対 象 とした講座 を実施す るこ とによ り、二一 トに対

す る接 し方等 の意識改革 を行 うとともに、二一 トを把握す る.

(例)「 親 のた めの子 ども 自立 支援 」
r親 が変 わ る と子 どもが 変 わ る」

「二一 ト ー働 けない若者達の現状一 」

イ ニー ト及ぴ二一 トの保護者 を対象 とした講座の実施(ス テ ップ2)

上 記 ア を受 講 した保 護 者 が 、 二一 トに講座 の概要等 を説 明 し、一緒に次のス

テ ップの講座 を受講す るこ とに より、二一 ト自身 の地域社会への参加を促進す

る。

(例)r二 一 トか ら抜 け 出す た め に」(ワ ー ク シ 日 ップ 形式)
「社 会参加へ,は じめ の一歩 」/有 識 者 講 演)

ウ ニ ー トの追跡調 査

事 業 成果 の測 定のた め、講座終了後の二一 トを定期 的に追跡調査す る。

② 二一 ト予防事業

児童 ・生徒(乳 幼 児 を含 む 。)を 持 つ保護 者 や 教 員 等 を対象 に、二一 トを解消 し

た人や 二一 トを持つ保護者等 に よる体験講演会 等 を開催 し、二一 ト予防を行 う。

(例)「 二一 トに な りた くて な ったん じゃない1』(二 一 ト経 験者)
「私 の子育 て奮 闘 記 」(二 一 トを持っ親)

「子 どもを二 一 トや フ リー ター にさせ ないために」(NPO)

3.積 算 内 訳

(1)事 業 選 定 委 員 会 の設 置(本 省 に て 実 施)

(2)公 隲 等i=おIlる二一ト支磨 細 靆(@ggo千 円x4地 域)

1,068千 円(1,144千 円)

3,960千 円 〔14,850千 円)



公民館等における二一ト支援モデル事業 韆1躍羅1翻

O二 一ト対策 には、家族 の意識改革が必要 。

〇 二一ト予防 には、早期 からの教育(しつけ)が必要。

一一ト支援モデル事業

二一 トの 状 況

・二 一 ト人 口64万 人(2005年 労 働 経 済 臼 翻二)

※ 同年 齢 人11(15～34歳)の1..9%
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地域の図書館サー ビス充実支援事業

(前年度予算額32百 万 円)

19年 度 予定額26百 万 円

1.事 業 の要 旨

地 域 の学習拠 点 と して重要な役割 を果たすことが朗待 され る図書館が、より豊かで

質の高いサー ビスを提供することができるよ う、公立図書館の在 り方に関す る調査研

究を行 う。

また、rこ れか らの図 書館 像 一地域 を支 える情報拠点 をめざして一」(平 成 工8年3月

これ か らの 図書館 の在 り方検討 協力者会議報告)や 文宇 ・活字 文化振興法等 を踏まえ、

地域の図書館サービスの充実のための実践的な調査研究を行 う。

2事 業 の内 容

(1)企 画委 員会 の 設 置(本 省 設 置)

図 書館 関係 者 、 有 識 者 等 か らな る企 両 委 員 会 を設 置 し、 我 が 国 の 図 書 館 の現 状 や

図 書 館 をめ ぐ る社 会 の変 化 等 を踏 ま え、 これ か らの 図 書館 の在 り方 に 関 す る検 討 等

を行 う。

(2)調 査研 究 の実 施 〔委 託 事 業)

企 画 委員 会 の 下 、 「これ か らの 図書 館 像」 の 実 現 の た め の調 査 研 究 を全 国 的 な 民

間 団 体へ 委託 す る。

(3)地 域 図 書館 サ ー ビ ス充 実 支 援 事 業(委 託 事 業)

地 域 にお け る図 書 館 サ ー ビス の 充 実 を 一層 推 進 す る た め 、 図 書 館 の課 題 解 決 支 援

機 能 や各 種 団体 ・機 関 との連 携 ・協 力 、 市 町村 合 併 等 を踏 ま え た全 域 サ ー ビス 、 危

機 管 理等 の充 実 な ど を 図 る。

く取組 内容 の例>

O地 域や住 民の課題 解決 を支援 す る機 能の充実

行嘘やまちづくり、子育て、地場産業振興等、地域課題や住民が抱える問題等にっいて、鍵連新聞記

事やポスター、行政資料、図書、雑誌、パンフレット、ちらし、ビデオ等の多様な資科を体系的に整理

し、わかりやすく展示 ・'陪報提供する。

O各 種団体 ・機 関 との連携協力 による情報提供 の充実

哉判員制度に関する講座を、法務局と連推して図書舘で開催o図 書館は、講座の企画 ・運営に協力す

るぼか、闃連する図書館資料や法務局が発行する資料のリストを作成 ・配布したり、関連図書を会場に

展示するなどにより、受講者に紹介する。

O危 機管理 の強化 に よる利用者 の安全確 保

図書銷の内外でどのような危機が発生しうるかを調査し、想定されるあらゆる事態に対応する危機笹

理マニュアルを作成 し、訓練等を通じて実効性を横証し、検言正結果を賠まえて改善する。

Q来 館が困難 な人へ 貸 出サー ビスの充実

図瞥館未設置町村(町 村の約5剴)や 、設置市町村内でも図普館から還隔地域の住民に対し、ボラ

ンティア等との連携により、公民館、翆便局、空き庁舎等で本の受け渡し・返却を行う。

高齢者や障害者等への宅配サービスをボランティア等との連携により行 う。

3.積 算 内訳

(1)企 画 委 員会 の設 置

(2)調 査研 究の 実 施

4団 体x@4,442千 円

(3)地 域 図書館 サ ー ビス 充 実 支 援 事業

4か 所 ×@1,591千 円

計

1,700千 円(2,086千 円)

17,768千 円(22,032千 円)

6,362千 円(7,953千 円)

25,830千 円(32,071千 円)



地域の図書館サー ビス充実支援事業

平成19年 度予定額26百 万円

【公立図書館 をめ ぐる状況 】
O全 域的に均質なサービスの提供が求められているが、財政難や市町村舍併等に伴い、図書館サービス
を身近に受けられない地域が依然として多い。(設 置率=町 立約5割 、村立2割 以下)
O社 会や制度の変化が激しく、新たな知識を常に学習 し続けることが必要 となっている.ま た、多様な

学習二一ズや行政的必要性から、多角的な視野の様々な知識や情報の提供が必要である。しかし、調
査研究の支援やレファレンスサービス(資 料の利用相談)、 時事情報の提供等力{十分といえない。
O図 書館に求められる二一ズが高度化 ・多様化 しているが、これ らに応 えるための職員の知職 ・技術等
が十分 とは言えず、職員の養成 ・研修の在り方の見直 しが求められている。
O図 書館の管理運営形態が多様化しているが、職員の研修林制が、雇用形態に対応 したきめ細かなもの
となっていない。

lO様 々な トラブル(飲 食、大声、異臭、資料切取 ・持出等)、 事故 〔自転軍置 き場、館 内)が 発生 して
丶 いるが、危機管理体制が十分 とは言えな い。

一..一..=.7』...7_ .、一一..・,1τ,・一一

ll靄靆騙課籤裡 勲1』地鯱 展il塵埜睡 勇

【国】これからの図舂館の在り方検討協力者会議
謂査内容

これ からの図書館の噛Eり茨rに関する検言寸
成果

講査研究

【都道府県'市 町村域】

地域図書館サーピス充実支援事業

調査嬲 韆齪羣轢 鑷 罐f甕実し

く事 棄 例 〉

地域や住民の課題解決を支援する

椴能の充実 暴
地域課題や柱民が抱最る問題等について、関連配

ス等の多様な資料を体系的に整理し、わかりやすく

展示 ・情報提供する。

各種団体・機関との連携協力による
情報提供の充実 く"廟

他機関(法霧局、,商工会議所など)との連携による

布、関連図書の展示などを行う。

評 価 ・検 証・昔 及

昌.

r 一'熔報撫点偲と積極的な活用により、地域が発展



資 料6

人権教育推進のための調査研究事業

(前 年 度 予 算 額

19年 度 予 定 額

169百 万 円)

168百 万 円

1、 事 業 の 要 旨

人 権 一般 の 普遍 的 観 点 か らの取組及 ぴ各人権 課題 に対す る取組(女 性 、子 ど も 、

高 齢 者 、 障 害 者 、 同和 問題 他)を 推 進 す る た め 、 人 権 教 育 の 推 進方策 につい て

の調 査研 究 を行 うと ともに、人権 問題 解決 の た めの研究 協議 を開催す るな ど人権

教 育 を推 進 す る。

2.事 業 の 内 容

(1)調 査 研 究委員 会 の設 置

本 省 に委 員 会 を設 け、全国的 な活 動 実態 を把握 す る と ともに、総合的 な

人権 教育に関す る振興 方策 等について検 討 を行 う。

(2)人 権 教 育 に関 す る 実践 的 調 査 研 究

人 権教育 に関す る学 習機会 の充 実方策 等 に関 して、県 内3地 域 を指定 し

て 、 実 践 的 な 調 査研 究 を実施す る とともに、研 究成果 の取 りま とめ及び そ

の成 果 の普及 ・啓発 を実施

(研 究 事 項)入 権 教 育 に関 す る学 習 機 会 の充 実方 策

学習意 欲 を高 め る参加 体験型学 習 プ ログラムの開発 、普及 方策

人権教 育 に関す る指導者研修 の充 実方 策

人権 教育 に関す る情報提供 の在 り方 、関係機 関 との連携 方策

(人 権 課 題)女 性 、 子 ど も、 高 齢 者 、 障害 者 、 同和 問題 他

(実 施 主 体)地 方 公 共 団体 の 協 力 を得 て 国 で 実 施

(3)人 権 教 育 に関 す る 研 究協 議 会 の 開催

地 方公共団 体の入権 教 育指導者 等 を対 象 に研 究協 議会 を開催

匚実施主体]:地 方 公 共 団 体 の協 力 を得 て 国 で 実施

3.積 算 内訳

(1〉 調 査 研 究委 員 会 の設 置14,972千 円
・調 査 研 究委 員 会 の設 置5

,713千 円
・民 間 団体へ 調 査 研 究 を委 託9 ,259千 円

(2)人 権 教 育 に関 す る実 践 的 調 査研 究151,570千 円

@6,31臥400円 ×24箇 所

※ 民 間団 体(都 道府 県 及 び 市 町村 教 育 委 員 会 が組織 す る協 議会)に 対 す る

委 託 事 業

(3)人 権 教 育 に関 す る研 究 協 議 会 の 開催
・全 国 人権教育 指導者研 究協議会 の開催1 ,881千 円



資料7

地域と共に歩む博物館育成事業

(新 規)

19年 度 予定額 29百 万 円

1事 業 の要 旨

近 年 の 自治 体の予 算 削減,行 政評価 の導入,指 定管理者 の導 入等 の状況の中で,博 物

館 が 地域の市 民 の理 解 を得 な が ら,安 定 的 ・継続 的 に活 動 を行 ってい くには,博 物 館 が

適切 な評価 指 標 に よって,評 価 を受 ける必 要 があ る。

ま た,地 域 の貴重 な資料 を博 物館 が保全 していくためには,適 切 な防災や災害に対 す

る対 処方針を策定 し,博 物 館 関係者 等 に よる協力 体制 を構築す ることが必要である。

以上の目的を達成す るため,国 内外 の博 物館 の実態 等 の調査 研究を行い,共 通の指標

や マ ニ ニアル 等 を策 定 し,全 国 に普 及啓発 を行 うこ とで,地 域 の博 物館 の活性化 を 目指

す 。

2事 業 の 内容

(1)博 物館 企画委員会 の設置

r地域 と共に歩む博物館 」 を育成す る方策 について,総 合 的 に検討す るた めに,博

物 館 関係 者及 ぴ有識 者 等か らなる企画委員会 を設置 し,検 討 を行 う、 また,検 討 成 果

を報 告等す るた め,全 国規 模 の フォー ラム を開催 す る。

(2)調 査研 究等の 実施

現在,博 物館 が緊急 に対応 を求 め られ ている以下のような主要事項について,国 内

外 の博 物館 の実 態や 先進 的な取組の調査等 を行い,課 題 に対 す る解決方策 を策定す る。

O博 物館 の評 価方法 に関す る調査研究

博物館が,真 に地域根 ざ した活動 を行 っているか等博物館 を適切に評価すること

がますます重要 となっている。 このため,博 物 館運 営 につ い て,博 物館 の自己点 検

及 び外部評価 の基準 となる評価指標 を策定 し,博 物館評 価 を通 じて,地 域住民 に と

って よ り良い博物館 に改善 してい く仕組 みについて調査研究を行 う。

O博 物 館 にお け る施設 管理 ・リス クマネージメン トに関す る調査研究

地震や水害等の非常時にお ける対応す るため,博 物館 にお け る施設 管理 ・リス ク

マネージメン トに関す る現状 を把握す るとともに,博 物館 の 防災体 制や安 全確保 に

関す るマニュアルを策定する。 また,博 物館 関係 者や文化 財保 存 関係 者等専門家 に

よる災害 における博物館への支接体制の在 り方 についても検討 を行 う。

3積 算 内訳

/1)博 物 館 企 画 委 員 会 の設 置

(2)フ ォ ー ラ ム の 開催

(3)調 査 研 究 等 の実 施

2テ ーマ ×@10,144,000円

6,491千 円

2,447千 円

20,288千 円

計29,226千 円
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・予算人員の削減

・行政評価による評価

・指定管理者制度の導入

・公益法人改革による公益性認定

・博物館の地震や水害等の災害

時の適切な対処
・災害のあった博物館を支援する

博物館関係者や文化財等の専門

家の協力
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博物館が地域の理解を得ながら安定的・継続的に活動を行うために,緊 急的な課題を解

決する方策の検討と実施が必要
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0文 部科学省企画委 員会

地域 と共に歩む搏物館のあり方

について国内外の事例も含め総

合的に検証する。
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O調 査 研 究 の実 施

企 画 委 員 会 での 企 画 に基 づいて実 証 的

な調 査 研 究 を行 う。

・博物館の評価方法

博物館に対する適切な評価指標を作成

・博物館における施設管理 リスクマネージメント

博物館の防災体制や安全確保のマニュアル

作成

博物館を支援する博物館闃係者や文化財等
の専門家による災害時の支援体制構築
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・ 全国フォーラムの襄施や報告書の作成・配布
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